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３．３．４  過去地震の類別化と長期評価の高度化に関する調査研究  

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

1943 年鳥取地震などの活断層で発生した地震、1993 年釧路沖地震などの、深発地震や、
やや深発地震についてクーロン応力変化（⊿CFF）と現在の地震活動とを対比することで、
現在の微小地震活動から首都直下の過去の地震について情報が得られる可能性を明らかに

する。首都圏 M7 級地震をプレート境界地震とスラブ内地震に類型化し、それぞれの平均
再来間隔の推定や規模予測を行うとともに、最新活動時期から確率予測を試みる。首都圏

の古地震年表、歴史地震年表により、震源間の相互作用の有無を検討する。また、プレー

ト構造調査、地殻構造調査の成果等を踏まえた解析を行うことにより、首都直下の地震に

ついて再評価し、地震調査研究推進本部、地震調査委員会が「その他の南関東の地震」と

してまとめて評価を行った M7 程度の地震の震源域の位置（プレート境界地震、スラブ内
地震）、繰り返しの有無等を推定する。 

 

(b) 平成 22 年度業務目的 

引き続き、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（地震調査研究推進本部）に掲げられ

た南関東の直下型地震の 5 つ（1894 年 6 月 20 日明治東京地震、1895 年 1 月 18 日と 1921
年 12 月 8 日茨城県南部の地震、1922 年 4 月 26 日浦賀水道付近の地震および 1987 年 12
月 17 日千葉県東方沖の地震）の地震についての記録を収集・整理し、1922 年浦賀水道付
近の地震（M6.8)、1894 年明治東京地震（M7.0）などの震源位置や発震機構等を検討す
る。 
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(2) 平成 22 年度の成果 

(a) 業務の要約 

1）相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（地震調査研究推進本部）に掲げられた南関東
の直下型地震の 5 つ（1894 年 6 月 20 日明治東京地震、1895 年 1 月 18 日と 1921 年 12
月 8 日茨城県南部の地震、1922 年 4 月 26 日浦賀水道付近の地震および 1987 年 12 月
17 日千葉県東方沖の地震）の地震についての記録を引き続き収集・整理した。 

2) 引き続き、1895 年茨城県南部の地震（M7.2）、1921 年茨城県南部の地震(M7.0)、1922
年浦賀水道付近の地震（M6.8)、1894 年明治東京地震（M7.0)の震源や発震機構等を検
討した。 
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(b) 業務の成果 

1）南関東で発生した 5 つのＭ７級地震に対する既往研究とデータの整理 

地震調査研究推進本部の長期評価において、南関東を中心とした 30km 以深で発生する
マグニチュード（以下 M と略記）7 級地震の発生確率は、今後 30 年間で 70%程度と推定
されており、切迫性が高い（地震調査委員会、20041））。この長期評価は 1885 年以降に発
生した 5 地震、即ち 1894 年明治東京地震、1895 年および 1921 年茨城県南部の地震、1922
年浦賀水道付近の地震と 1987 年千葉県東方沖の地震に基づく（図 1）。しかしながら、こ
れらの地震は震源や発生機構が不明なものや、（1）地表近くの活断層で発生する地震（1931
年西埼玉地震など）、（2）フィリピン海プレート（以下、PHS と略記）上面に沿ったプレ
ート境界型地震（1923 年大正関東地震など）、（3）PHS 内部で発生する地震（1987 年千
葉県東方沖の地震など）、（4）太平洋プレート（以下、PAC と略記）上面に沿ったプレー
ト境界型地震（2005 年千葉県北西部の地震など）、（5）PAC 内部で発生する地震（1992
年浦賀水道付近の地震など）のいずれであるか統一的見解が得られていないものを含む。

長期評価の高度化には、5 つの M7 級地震を上記の（1）～（5）に分類し、繰り返しの有
無等を議論する必要がある。平成 21 年度には、その手始めとしてこれら 5 地震に関する
既往研究の整理とデータの収集を行った。平成 22 年度には引き続き、波形記録を中心と
したデータの収集を行った（図 2）。 
 

2）1894 年明治東京地震 

明治東京地震は 1894（明治二十七）年 6 月 20 日に発生し、東京で 24 名、神奈川で 7
名の計 31 名の死者を出した。死者の大半は、当時流行となっていた煉瓦造の構造物や煙
突などの重量物の損壊・崩壊によるものであった。耐震性が不十分であった煉瓦造の西洋

式建築や煙突等に大きな被害を及ぼしたことから、一部で「煙突地震」などと呼ばれた〔茅

野、19752）、19893）；大迫・金子、20044）〕。この地震は震災予防調査会が発足後、はじめ

て東京・横浜を中心に多くの被害が発生した地震であったことから、詳細な被害調査が実

施された（例えば、震災予防調査会、18955））。 

既往研究を整理すると、震央については再検討の必要性を指摘した研究があるものの、

東京湾北部一帯に推定されており、大きな相違は見られない。一方、震源の深さについて

は、沈み込む PHS 内部、PAC の上面に沿った、あるいは PAC 内部の地震のいずれであっ
たかについて見解が大きく異なり、地殻内地震の可能性を示唆した研究もある。震源の深

さの相違は、現存する少数の地震波形記録から読み取られた S-P 時間の相違によるところ
が大きい。図 3 に萩原（1972）6）ならびに中央気象台（1895）7）に基づく 1894 年明治東
京地震ならびに同年 10 月 7 日の地震の震度分布をそれぞれ示す。明治東京地震が同心円
状の震度分布を示す一方、10 月 7 日の地震の震度分布には PAC 内地震の特徴である東北
～北海道の太平洋側で震度が大きくなる「異常震域」が見られる。また、大森（1899）8）

による東京における初期微動継続時間は明治東京地震では 6.8 秒、10 月 7 日の地震では
16 秒と大きく異なる。震度分布は明治東京地震が PHS 内地震であった可能性を支持する。 
 

3）1895 年茨城県南部の地震 
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1895 年 1 月 18 日に茨城県南部で発生した地震は、関東地方の広範囲にわたり強い揺れ
を発生させ、6 名（震災予防調査会、18955）；神林・勝又、19759)）または 9 名（宇津、
199910））の死者を出し、42 戸の家屋が全壊した。茨城県で特に大きな被害が発生したが、
東京でも下町を中心に死者 1、負傷者 31、家屋全壊 4、半壊 5、破損 615 などの被害が発
生した。1895 年茨城県南部の地震（M7.2）は、鬼怒川沿いの深さ約 40-60 km の PHS 上
面で発生するもの（鬼怒川側クラスター）と、筑波山付近の深さ約 60-80 km の PAC 上面
で発生するもの（筑波側クラスター）のどちらかのタイプの地震、または PAC 内地震（瀬
野、200711））と様々な可能性が指摘されているが、具体的に震源深さを議論した既往研究

は見当たらない。 

大森（1899）8)の表には東京の初期微動継続時間が 11.3 秒であったことが記載されてい
る。この初期微動継続時間と宇津（1979）12)の震央、ならびに気象庁速度構造 JMA2001
（上野・他、200213)）を仮定すると、震源深さは 80km 程度に推定された（図 4）。また、
S-P 時間の読み取り誤差として±0.5 秒を仮定した場合、震源の深さは 75～85 km と推定
された。Ishida (1992) 14)の PAC 上面深度との対比から、この地震は PAC 上面に沿った、
または PAC 内部の地震であった可能性が示唆される。 
推定されている震央付近で近年に発生した PAC 内地震と PHS 内地震の震度分布を図 5

に示す。PAC 内地震は、東北～北海道の太平洋側で震度が大きくなる「異常震域」が見ら
れる一方、PHS 内地震はほぼ同心円状の震度分布になる（例えば、古村・竹内、200715)）。

上記の特徴は 1895 年茨城県南部の地震の深さに重要な示唆を与える。しかしながら、神
林・勝又（1975）9)で推定された震度分布では烈震域（震度Ⅵ）が見られる一方、石橋（1975a）
16)や宇佐美（2003）17)では見られない。また、宇佐美（2003）17)では強震域が茨城県南西

部に限られるが、石橋（1975a）16)では関東平野の広域が強震域になっているなどの相違

が見られる（石辺・他、2009a18)）。そこで、仮想的に配置された震源において、東京にお

ける S-P 時間から推定される震源深さの推定を行った（図 6）。 
 

4）1921 年茨城県南部の地震 

1921（大正 10）年茨城県南部の地震（龍ヶ崎地震とも呼ばれた）は、千葉県北西部と
茨城県南西部を中心とした関東地方の内陸に、道路の亀裂や墓石の転倒、垣や塀の崩壊な

どの被害を及ぼし、東京・銚子・水戸・熊谷・宇都宮・横浜・横須賀・飯田において現在

の気象庁震度階級で震度 4 相当が観測された。中央気象台（1921）19)、牛山（1922b）20)、

大森（1922a）21)、勝又（1975a22）、 1975b23)）や石橋（1973a24）、 1973b25)、 1975b26)）、

宇津（1979）12)によって震源決定が行われており、また、石橋（1973b25）、 1975d27)）や

勝間田（2000）28)、気象研究所地震火山研究部（2000）29)によって発震機構が推定されて

いる。Omori (1922g)30）の東京における S-P 時間は東京帝国大学地震学教室（本郷）と
一ツ橋の強震計から検測したものであり、中央気象台（1921）19）による 6.3 秒、牛山（1922a）
31）による 6.2 秒と大きく異なる。そのため、牛山（1922a31）、 1922b20））、Ushiyama 
(1922c)32）や中央気象台（1921）19）による震源とは大きく離れている（石辺・他、2009b33））。 

石橋（1975a16）、1975b26)、1975c34)）による S-P 時間と気象庁速度構造から、震源深さ
は 53 km 程度に推定された（図 7）。当該領域における PAC 上面の深さと比較すると、1921
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年茨城県南部の地震は PHS 内地震であった可能性が示唆される。しかしながら、深さ精
度を考慮すると、PAC 上面に沿って発生した地震であった可能性も否定できない。そこで、
推定された震源周辺に仮想的に震源を配置し、その震源において牛山（1922a）31)の初動

を満たす発震機構を HASH（Hardebeck and Shearer, 2002）35)により推定した。図 8(a)
に深さ 53 km における発震機構を、図 8(b)に、震源の不確定性を考慮して推定された発震
機構の三角ダイヤグラム(Frohlich, 1992) 36)をそれぞれ示す。発震機構は震源決定精度を

考慮しても横ずれ型であり、PAC 上面に沿って発生する低角逆断層型とは異なる。また、
震度分布からは PAC 内地震に特徴的に見られる異常震域は見られない。以上を考慮すると、
1921 年茨城県南部の地震は PHS 内地震であったと結論される。 
 

5）1922 年浦賀水道付近の地震 

1922 年浦賀水道付近の地震は 1922（大正 11）年 4 月 26 日に発生し、京浜、三浦、房
総の東京湾沿岸一帯に家屋や土蔵の破損、水道管の破裂やがけ崩れなどの被害を与えた。

東京と横浜で 1 名ずつ、計 2 名の死者が発生した。中央気象台（1922）37)、中村（1922a）
38)、Nakamura（1922b）39)、大森（1922b40)、 1922c41)、 1922e42)）、Omori (1922h) 43)、

勝又（1975a22)、 1975b23)）、石橋（1975a16)、 1975b26)、 1975c34)）、宇津（1979）12)、

宇佐美（2003）17)などによって震源決定がなされているが、推定された震源は浦賀水道に

留まらず、広範にわたる。S-P 時間に基づく震源のみからどこで発生した地震であったの
か分類することは困難が伴う。 

そこで、収集された波形記録から読み取った初動と中村（1922a）38)によって報告され

た初動を用いて、震源の不確定性を考慮した発震機構の推定を行った。震源を仮想的に

139.5°～140.1°、34.9°～35.5°の範囲内に 0.1°刻みで配置し、深さ方向には 40 km ～ 
90 km まで 10 km 刻みで配置した。この地震が太平洋プレート上面に沿って発生したプレ
ート間地震であったとすれば、低角逆断層型の発震機構が期待される。しかしながら、推

定された発震機構は横ずれ型あるいは正断層型であり、逆断層型にはならない（図 9）。推
定された震源と発震機構は、1922 年浦賀水道付近の地震は PHS 内で発生した地震であっ
た可能性を示唆する。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本年度は、「その他の南関東で発生する M7 級地震」の発生確率の根拠となっている 5
地震について、引き続き既往研究の整理と資料の収集を行った。また、長期評価の対象と

なった 5 地震のうち、震源像が明らかになっている 1987 年千葉県東方沖地震を除く 4 地
震の震源・発震機構を検討した。1894 年明治東京地震は、震度分布からは同年 10 月 7 日
の地震のように PAC 内地震に特徴的に見られる異常震域は認められず、PHS 内地震であ
る可能性を支持する。1895 年茨城県南部の地震は深さ 75～85 km の PAC 上面に沿った、
または PAC 内地震であった可能性が示唆された。また、1921 年茨城県南部の地震は深さ
55 km 程度に推定された。S-P 時間の読み取り誤差を考慮した場合、PAC 上面に沿った地
震であった可能性を否定できないが、初動から推定された発震機構は震源の不確定性を考

慮しても、横ずれ型である。また、震度分布からは PAC 内地震に特徴的に見られる異常震
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域は見られず、これらを考慮すると 1921 年茨城県南部の地震は PHS 内地震であったと考
えられる。1922 年浦賀水道付近の地震は既往研究によって震源が大きく異なるが、いずれ
の震源を仮定しても発震機構は横ずれ型または正断層型である。1921 年茨城県南部の地震
と同様に、PHS 内地震であった可能性が示唆される。 
今後は、引き続き長期評価の対象となった 5 地震の震源・発震機構を収集された地震波

形記録に基づいて検討するとともに、新たに得られた地震波速度構造との対比等を行い、

類型化を実施する。 
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相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（地震調査研究推進本部）に掲げられた南関東の

直下型地震の 5 地震（1894 年明治東京地震、1895 年と 1921 年茨城県南部の地震、1922
年浦賀水道付近の地震および 1987 年千葉県東方沖の地震）の震源域の位置や発震機構、
繰り返しの有無等の推定をもとに、新たに得られた地震波速度構造との対比等を行い、類

型化を実施する。 
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図 1．「その他の南関東で発生する M7 級地震」の長期確率に用いられた 5 地震〔1．1894
年明治東京地震。2．1895 年茨城県南部の地震。3．1921 年茨城県南部の地震。4．1922
年浦賀水道付近の地震。震央・規模は宇津（1979）12〕による。5．1987 年千葉県東方沖
地震。震央・規模は気象庁震源による〕。震源は 1965 年 1 月～2008 年 5 月までの気象庁
震源。 
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図 2．収集された波形記録の一例（左；1894 年明治東京地震の本部地上における円盤記録
式強震計記録。右；同地震の工科大学 2 階における円盤記録式強震計記録。） 
 

 

 

 

図 3．1894 年 6 月 20 日明治東京地震ならびに 1894 年 10 月 7 日の地震の震度分布〔中央
気象台 (18957）)、萩原（19726））による〕。 
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図 4．(a)茨城県南西部の地震活動と 1895 年茨城県南西部の地震の震央（宇津、197912）

による）。震源は気象庁一元化震源の Double-Difference 法(Waldhauser and Ellsworth、
200044）)による再決定震源。(b)東京における S-P 時間の東西断面図。星印は大森（1899）
8)の初期微動継続時間ならびに宇津（1979）12）の震央から推定される震源深さを、エラー

バーは S-P 時間の読み取り誤差を±0.5 秒と仮定した場合の存在範囲をそれぞれ表す。  
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図 5．茨城県付近で発生した地震の震度分布。気象庁震度データベースによる。左；2004
年 10 月 6 日 23 時 40 分の地震（PHS 内地震）、右；2005 年 1 月 1 日 5 時 13 分の地震（PAC
内地震）。 

 

 
図 6．大森（1899）8)による東京における S-P 時間から推定される震源深さ。星印は宇津
（1979）12)による震央を表す。 
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図 7．S-P 時間から気象庁速度構造を仮定した場合に推定される震源（星印）。コンターは
S-P 時間の残差の二乗和を表す。震源は気象庁一元化震源の Double-Difference 法による
再決定震源。 
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図 8．(a)牛山（1922a）31)ならびに地震波形から検測された初動による 1921 年茨城県南
部の地震の発震機構（深さ 53 km 断面）。(b) 震源の不確定性を考慮した発震機構の三角
ダイヤグラム。 
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図 9. 1922 年浦賀水道付近の発震機構の震源位置による変化。それぞれの深さ±5 km の
地震活動を示してある。 


